予算要求資料
平成29年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　項：水産業費　目：水産業振興費　　　
	事業名　 eq \o\ac(□,新)県産アユ販路拡大支援事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　農政部里川振興課水産振興室水産係　電話番号：058-272-1111（内　2913 ）

　　　　　　　E-mail： c11428@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　５，０００千円（前年度予算額：      　千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	5,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　世界農業遺産「清流長良川の鮎」の認定を契機として、長良川を中心とした岐阜県内河川で採捕された天然アユに対する需要が高まっている。また、近年生産量を伸ばしている養殖アユについても知事の海外トップセールスなどにより岐阜県産鮎として知名度が上昇傾向にある。

これら県内産アユの潜在的需要が高まっているものの、天然アユにおいては漁協において採捕アユの集荷、市場への流通体制が整っていない。また、養殖アユにおいては米国など有望な輸出相手国が求める高度な衛生管理施設の整備が進んでいない。

そのため、天然アユ及び養殖アユの販路拡大に向けて、それぞれ求められている施設整備を行い、消費拡大を図る。
　
（２）事業内容
　　岐阜県産アユの出荷・販路拡大に資する取組みに必要となる品質保持のための基盤整備に要する経費の一部を支援
　○天然アユの集荷、出荷場整備支援
・天然アユの集荷事業を実施している漁協において、集荷したアユの保存、鮮度維持、衛生管理を実施するために必要な機器類（製氷機、冷蔵冷凍庫等）の導入経費の一部を支援。

　○養殖アユ加工施設におけるＨＡＣＣＰ認証取得支援

・アユ養殖業者においてＨＡＣＣＰ認証取得に向けた施設整備に必要な機器類の導入経費の一部を支援。
（３）県負担・補助率の考え方
〇機器類整備補助金：機器購入費の1/2以内

〇高まりつつある県産アユの需要増を逃すことなく、消費者が求める県産アユを届けるために、意欲ある漁協や養殖業者の施設整備を県が支援することは、水産振興上重要な施策である。
（４）類似事業の有無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	5,000
	機器類整備補助金

	
	
	

	
	 
	

	合計
	5,000
	


	　決定額の考え方　





４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　〇ぎふ農業・農村基本計画（平成２８～３２年度） 

第５章　政策の方向性

２ 売れるブランドづくり
（３）鮎王国ぎふの復活
②販路の拡大
・世界農業遺産認定を契機に大都市圏へ県産鮎をＰＲする

・一般家庭における県産鮎の消費拡大のため、新たな鮎料理の開発と情報発信を行う
（２）国・他県の状況
水産庁事業で「ＨＡＣＣＰ対応のための施設改修等支援事業」がある。本事業は施設整備が補助対象であり、機器類は対象外である。そのため、県として取り組みを支援する。
　　
（３）事業主体及びその妥当性
　　アユの販路拡大に向けて意欲ある漁協や養殖業者が自ら整備する施設において必要となる機器類の導入支援である。

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　H29は２漁協において製氷機を導入し、集荷施設の充実を図る。

　１事業者で高度な衛生管理を実施するための機器類整備を行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　県産アユの販路拡大のために意欲ある事業者を支援することは、現在進めている「あゆ王国復活プロジェクト」において県が実施すべき施策となっている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	　


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　漁獲アユの集荷事業の実施漁協の拡大と事業周知を進める必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　施設整備を進めるとともに販路拡大のための県産アユのＰＲを実施。



財政課で記載します。








